
 

 

 

 

第１章 

下北地域県民局 地域健康福祉部の概要 
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１ 管内の概況 
 

（１）管内の状況 

管轄地域は、青森県の北東部、下北半島の大半を占め、三方を海(太平洋、津軽海峡、陸奥

湾)に囲まれ、南は上北地方と接しています。 

１市１町３村からなり、面積は 1,416.12㎢で、本県の 14.68％を占めています。 

地勢は、むつ市内を流れる田名部川の低地を挟み、東部はなだらかな丘陵台地を形成して単

調な海岸丘陵地域に続き、西部は釜臥山を頂点とする急峻な山地が海岸まで迫る山岳地帯とな

っています。集落は狭い海岸地帯及び田名部川、大畑川、川内川など中小河川流域に形成され

ています。 

気象は、東部は春の終わり頃から夏にかけて吹く偏東風（通称「やませ」）のため冷涼な日

が多く冷害に見舞われやすく、西部は冬季に季節風の影響で積雪が多くなります。 

 

※参考資料 

面積：令和５年１０月１日現在（国土交通省国土地理院全国都道府県市区町村別面積調） 

 

（２）人口、産業、就業者数、所得 
    管内人口は、63,861人（令和５年１０月１日現在）で県計の 5.39％を占め、人口密度は 45.1

人/㎢となっています。 

    管内の年齢３区分別人口は、年少人口（15 歳未満）6,143 人(9.8%)、生産年齢人口（15～

64歳）33,659人(53.4%)、老年人口（65歳以上）23,185人(36.8%)となっています。 

管内の産業構造を産業別就業者数でみると、第１次産業は 2,951 人（8.8％）、第２次産業

は 6,966 人（20.8％）、第３次産業は 23,560 人（70.4％）となっており、第３次産業が高い

ウエイトを占めています。 

    管内の人口１人当たり市町村民所得は 2,618 千円、むつ市が 2,610 千円、下北郡が 2,660

千円となっています。 

 

 

 ※参考資料 人口：令和５年青森県の人口（青森県企画政策部統計分析課） 

       管内人口の総数には年齢不詳者を含む｡ 

         人口密度：人口÷面積（令和５年 10月 1日現在） 

産業別就業者数：令和２年国勢調査（総務省統計局） 

         市町村民所得：令和２年度市町村民経済計算（青森県企画政策部統計分析課） 
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概況のデータ 

  
総面積 

（㎢） 

人口総数 

（人） 

人口密度 

（人/㎢） 

年齢別人口（人） 産業別就業者数（人） 

年少人口 生産年齢人口 老年人口 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 

むつ市 

 

864.20 50,910 58.9  4,995 27,124 17,934 1,331 5,140 19,726    
（9.81） (53.3%) (35.2%) (5.1%) (19.6%) (75.3%) 

大間町 

 

52.09 4,385 84.2  430 2,270 1,675 534 609 1,252    
(9.8%) (51.8%) (38.1%) (22.3%) (25.4%) (52.3%) 

東通村 

 

295.32 5,530 18.7  521 2,923 2,086 738 847 1,624    
(9.4%) (52.9%) (37.7%) (23.0%) (26.4%) (50.6%) 

風間浦村 

 

69.46 1,468 21.1  95 662 708 169 156 504    
(6.5%) (45.1%) (48.2%) (20.4%) (18.8%) (60.8%) 

佐井村 

 

135.05 1,568 11.6  102 680 782 179 214 454    
(6.5%) (43.4%) (49.9%) (21.1%) (25.3%) (53.6%) 

郡計  551.92 12,951 23.5  1,148 6,535 5,251 1,620 1,826 3,834    
(8.86%) (50.46%) (40.5%) (22.3%) (25.1%) (52.7%) 

管内計  1,416.12 63,861 45.1  6,143 33,659 23,185 2,951 6,966 23,560    
(9.6%) (52.7%) (36.3%) (8.8%) (20.8%) (70.4%) 

県計  9,645.10 1,184,558 122.8  117,539 635,628 411,629 70,403 125,088 428,606    
(9.9%) (53.7%) (34.7%) (11.3%) (20.0%) (68.7%) 

 

  管内地図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

むつ市 

佐井村 

大間町 

風間浦村 

東通村 

保健総室(むつ保健所) 

福祉こども総室(下北地方福祉事務所、青森県むつ児童相談所) 
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２ 沿革 
 

（１） 地域健康福祉部の沿革 

平成 14年  4月  組織機構の統合により、むつ保健所、下北地方福祉事務所、青森県 

むつ児童相談所からなる下北地方健康福祉こどもセンターが新設さ 

れ、総務企画室が設置される。 

平成 18年  4月  地域県民局を設置する組織改正により、下北地域県民局地域健康福 

祉部となる。 

平成 19年  4月  組織改正により、総務企画室が企画調整室となる。 

平成 20年  4月  組織改正により、企画調整室が廃止される。 

 

（２） 各総室の沿革 

ア 保健総室（むつ保健所） 

昭和21年  2月  日本医療団大湊病院大平分院内に青森県大湊保健所として創設 

昭和34年  9月  大湊田名部保健所と改称（市制施行） 

昭和35年  8月   むつ保健所と改称（市名改称） 

昭和40年 12月  大湊庁舎新築 

平成14年  4月  組織機構の統合により、下北地方健康福祉こどもセンター保健部 

（むつ保健所）となり、保健予防課、生活衛生課（環境衛生課を改称） 

        健康増進課の３課体制となる。 

平成18年  4月  地域県民局を設置する組織改正により、下北地域県民局地域健康福 

祉部保健総室（むつ保健所）となる。 

平成19年  4月  組織改正により、保健予防課を改称し指導予防課となる。 

平成28年  4月  むつ市中央1丁目3-33に建設していた青森県むつ健康福祉庁舎が完 

成し、下北地方福祉事務所、青森県むつ児童相談所とともに同庁舎へ移                  

         転した。 

         

イ 福祉こども総室（下北地方福祉事務所） 

昭和26年 10月  田名部町大字田名部柳浦1番地（現むつ松木屋）に下北社会福祉 

事務所として発足し、庶務課、福祉課の２課体制となる。 

昭和29年  5月  郡部福祉事務所統廃合により、下北地方福祉事務所となる。 

昭和42年  9月  むつ合同庁舎新築完成により移転（むつ市中央１丁目１番８号） 

昭和54年  4月  新福祉事務所構想にもとづく新体制（福祉六法総合担当制）により、 

総務課、福祉第一課、福祉第二課の３課体制になる。 

      平成 5年  4月  組織機構の再編（福祉四法総合担当制）により、総務課、福祉調整  

                     課、福祉推進課の３課体制となる。 

      平成14年  4月  組織統合により、下北地方健康福祉こどもセンター福祉部（下北地  

                     方福祉事務所）となり、福祉調整課、福祉推進課の２課体制となる 

      平成15年  4月  組織改正により、福祉推進課が生活保護単法制となる。 

      平成16年  4月  組織改正により、福祉推進課が保護課と改称される。 

      平成17年  3月  市町村合併により川内町、大畑町、脇野沢村について、生活保護、

児童扶養手当、特別障害者手当の事務を新むつ市へ委譲する。 



4 
 

      平成18年  4月  地域県民局を設置する組織改正により、下北地域県民局地域健康福 

祉部福祉総室（下北地方福祉事務所）となる。 

      平成20年  4月  組織機構の統合により、下北地域県民局地域健康福祉部福祉こども 

総室となり、福祉調整課、保護課（下北地方福祉事務所）、こども相 

談課（青森県むつ児童相談所）の３課体制となる。 

      平成28年  4月   むつ市中央1丁目3-33に建設していた青森県むつ健康福祉庁舎が完 

成し、むつ保健所、青森県むつ児童相談所とともに同庁舎へ移転した。 

     

ウ 福祉こども総室（青森県むつ児童相談所） 

平成 9年  4月  青森県中央児童相談所むつ支所がむつ合同庁舎内に開設 

平成14年  4月  組織機構の統合により、青森県中央児童相談所むつ支所から下北地  

方健康福祉こどもセンターこども相談部となるとともに、青森県むつ 

児童相談所に格上げとなり、こども相談第一課、こども相談第二課の 

２課体制となる。 

平成18年  4月   地域県民局を設置する組織改正により、下北地域県民局地域健康福  

祉部こども相談総室（青森県むつ児童相談所）となる。 

平成19年  4月   組織改正により、課を廃止し、次長を置く。 

平成20年  4月  組織機構の統合により、下北地域県民局地域健康福祉部福祉こども 

総室となり、福祉調整課、保護課（以下、下北地方福祉事務所）、こ 

ども相談課（青森県むつ児童相談所）の３課体制となる。 

平成28年 4月  むつ市中央1丁目3-33に建設していた青森県むつ健康福祉庁舎が完 

成し、むつ保健所、下北地方福祉事務所とともに同庁舎へ移転した。 
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３ 機構図と分掌事務 
 

平成１４年４月から、県の出先機関である保健所、地方福祉事務所、児童相談所を、県内６圏域

ごとに広域的、専門的な拠点として集約した「健康福祉こどもセンター」が新設されました。 

さらに、平成１８年４月からは、市町村等との連絡・連携を一層密にしながら、ともに地域づく

りを進めていくため、試行的に、総合的な出先機関である「地域県民局」が、中南（弘前市）・三

八（八戸市）・下北（むつ市）の３地域に設置され、「健康福祉こどもセンター」は「地域健康福

祉部」という名称に改められました（平成１９年４月からは、東青（青森市）、上北（十和田市）、

西北（五所川原市）にも県民局が設置され、６県民局体制になっています）。 

また、平成２０年４月の機構改革により、企画調整室が廃止され、福祉総室とこども相談総室が

統合され、福祉こども総室となりました。 

 

（１）機構図（令和 6年 4月現在） 

 

 

保健総室長 

（むつ保健所長） 

(弘前保健所長兼務） 

下北地域県民局 

地域健康福祉部長 

（福祉こども総室長 

事務取扱） 
福祉こども総室長 

（下北地方福祉事務所長）

（むつ児童相談所長） 

指導予防課 （6名） 

生活衛生課 （5名） 

健康増進課 （12名） 

所管区域 

む つ 市 ・ 大 間 町 

東 通 村 ・ 風 間 浦 村 

佐 井 村 

（ただし、保護課は、 

むつ市を除く町村のみ所管） 

【福祉こども総室】19名 

【保健総室】   25名 

次 長 

(福祉調整課

長事務取扱) 

次 長 

福祉調整課 （3名） 

保 護 課 （7名） 

こども相談課 （7名） 

精神科医師 1人(精神保健福祉センター本務) 

技師（医師）  （1名） 
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（２）分掌事務 
 

 ○保健総室 

 

指導予防課 

・ 健康危機管理に関すること 

・ 医務及び薬務に関すること 

・ 地域保健に係る統計に関すること 

・ 地域保健医療計画及び地域保健医療推進協議会に関すること 

・ 下北地域県民局地域健康福祉部内の連絡調整及び連携に関すること 

・ 収入未済金の収納対策の総括に関すること 

 

生活衛生課 

・ 食品衛生に関すること 

・ 化製場等に関すること 

・ 旅館業、公衆浴場及び興行場に関すること 

・ 理容業及び美容業に関すること 

・ クリーニング業に関すること 

・ 墓地及び埋葬に関すること 

・ 建築衛生一般に関すること 

・ 有害物質を含有する家庭用品の規制に関すること 

・ 温泉に関すること 

・ 遊泳用プールに関すること 

 

健康増進課 

・ 保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進に関すること 

・ 健康福祉対策の実施に関する企画及び調整に関すること 

・ 母子保健に関すること 

・ 健康づくり対策に関すること 

・ 栄養改善に関すること 

・ 介護予防に関すること 

・ 精神保健及び精神障がい者福祉に関すること 

・ 難病対策に関すること 

・ 歯科保健の推進に関すること 

・ 人材育成に関すること 

・ 結核保健指導に関すること 

・ 感染症、その他の疾病の予防に関すること 

・ 予防接種に関すること 

・ 医師臨床研修、学生等実習に関すること 
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○福祉こども総室 

 

福祉調整課 

・ 戦傷病者特別援護法の規定による更生医療の給付及び補装具の支給に関すること 

・ 児童福祉法及び母子及び父子並びに寡婦福祉法に定める援護及び育成の措置に関する  

こと 

・ 困難な問題を抱える女性への支援に関すること 

・ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関すること 

・ 社会福祉統計に関すること 

・ 災害救助法及び防災に関すること 

・ 地域共生社会の推進に関すること（地域健康福祉部が所管する事業に限る） 

・ 日赤の地区事業に関すること 

・ 民生委員・児童委員に関すること 

    

保護課 

・  生活保護法に定める保護の措置に関すること 

・  生活困窮者自立支援に関すること 

 

こども相談課 

・ 児童に関する各般の問題につき、家庭その他からの相談に関すること 
・ 必要な調査並びに各種診断(社会診断・心理診断・医学診断・行動診断）に関すること 

・ 調査、診断に基づき必要な指導に関すること 
・ 児童の一時保護に関すること 

・ 施設入所等の措置に関すること 

・ 障がい児施設等の利用契約に関すること 

・ 市町村における児童家庭相談の対応支援に関すること 

・ 里親に関すること 
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（３）各総室課別・職種別職員数一覧 

ア 所属別一覧                       令和 6年 4月 1日現在 

区分 

 

所属 

正  職  員 臨時・非常勤 合

計 

部

長 

総

室

長 

次

長 

総

括

主

幹

（

課

長

） 

課

長 

主

幹 

主

査 

主

事 

技

師 

主

任

専

門

員 

専

門

員 

小

計 

非

常

勤

事

務

員 

臨

時

事

務

手 

母
子
・
父
子
自
立
支
援
員 

女

性

等

相

談

員 
医
療
扶
助
相
談
・
指
導
員 

就

労

支

援

相

談

員 

嘱

託

医 

小

計 

管 理 職 1 1 2 - - - - - - - - 4 - - - - - - - - 4 

技師（医師） - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - - - - - 1 

指導予防課 - - - 1 - 1 1 2 1 - - 6 1 - - - - - - 1 7 

生活衛生課 - - - 1 - 2 - - 2 - - 5 1 - - - - - - 1 6 

健康増進課 - - - - 1 2 2 3 4 - - 12 - - - - - - 1 1 13 

福祉調整課 - - - - - 1 - 2 - - - 3 1 - 1 1 - - - 3 6 

保 護 課 - - - - 1 1 2 3 - - - 7 - - - - 1 1 2 4 11 

こども相談課 - - - - 1 1 - 5 - - - 7 - - - - - - - - 7 

合  計 1 1 2 2  3 8 5 15 8 - - 45 3 - 1 1 1 1 3 10 55 

※上記のほか、精神科医師１名（精神保健福祉センター本務）在籍 
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イ 職種別一覧 

区分 

 

職種 

正  職  員 臨時・非常勤 合

計 

部

長 

総

室

長 

次

長 

総

括

主

幹

（

課

長

） 

課

長 

主

幹 

主

査 

主

事 

技

師 

主

任

専

門

員 

専

門

員 

小

計 

非

常

勤

事

務

員 

臨

時

事

務

手 

母
子
・
父
子
自
立
支
援
員 

女

性

等

相

談

員 

医
療
扶
助
相
談
・
指
導
員 

就

労

支

援

相

談

員 
嘱

託

医 
小

計 

医 師 - 1 - - - - - - 1 - - 2 - - - - - - 3 3 5 

獣 医 師 - - - 1 - 2 - - 1 - - 4 - - - - - - - - 4 

保 健 師 - - - - 1 1   1 - 4 - - 7 - - - - - - - - 8 

薬 剤 師 - - - 1 - - - - 2 - - 3 - - - - - - - - 3 

管理栄養士 - - - - - 1 1 - - - - 2 - - - - - - - - 2 

心理判定員 - - - - 1 1 - 1 - - - 3 - - - - - - - - 3 

福 祉 - - - - - - - 4 - - - 4 - - - - - - - - 4 

一 般 事 務 1 - 2 - 1 3 3 10 - - - 20 3 - 1 1 1 1 - 7 27 

合  計 1 1 2 2 3 8 5 15 8 - - 45 3 - 1 1 1 1 3 10 55 

※上記のほか、精神科医師１名（精神保健福祉センター本務）在籍 
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４ 令和６年度組織目標 

 

（１）地域健康福祉部の組織目標 

地域住民が「健やか力」の向上を目指して健康で長生きし、安心して子どもを産み育て

られる地域になるための適時適切な保健・医療・福祉サービスの提供体制の充実・強化 

 

（２）各総室・各課の組織目標 

ア 保健総室 

①健康危機管理体制の確保 

②食品衛生及び生活衛生の推進 

③下北地域健康なまちづくりの推進及び誰もが生き生きと安心して暮らせる環境づくり 

④財務事務の適正執行 

（ア）指導予防課 

①健康危機管理体制の確保 

②医療事故防止のための立入検査の強化 

③薬事事故防止のための監視指導の強化 

④財務事務の適正執行 

（イ）生活衛生課 

①食品衛生の推進 

②生活衛生の推進 

（ウ）健康増進課 

①新たな新興感染症に備えた感染症対策の強化 

②子どもの肥満対策を中心とした下北地域健康なまちづくりの推進 

③保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進 

④行政保健師・行政栄養士の人材育成と市町村保健師活動の充実 

 

イ 福祉こども総室 

①福祉各法に係る財務事務の適正実施 

②生活保護業務の進行管理と査察指導の強化及び計画的・効率的な訪問調査・指導の実

施 

③様々な環境にある児童や家庭に対する支援の強化 

④地域共生社会の実現への取組推進 

（ア）福祉調整課 

①母子父子寡婦福祉制度の適正執行 

②地域共生社会の実現への取組推進 

（イ）保護課 

①業務の進行管理と査察指導の強化及び計画的・効率的な訪問調査・指導の実施 

②被保護者の権利・義務周知徹底の推進 

③収入未済額の減少 
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（ウ）こども相談課 

①相談・援助活動の充実・強化 

②相談対応職員の専門性の向上 

③市町村児童家庭相談の機能強化 

④児童福祉施設との連携強化 

⑤家庭養護の促進 

⑥収入未済解消の促進 

 

５ 令和６年度相談等日程表 
 

（１）保健総室 

・精神保健福祉相談    精神科医による相談 年５回 

・療育相談        年４回           

・エイズ相談       毎月 第１火曜日 

・ウイルス性肝炎検査   毎月 第１火曜日   

・結核接触者健診（Ⅹ線検査）  指定日 

（ＱＦＴ検査） 毎月 第１火曜日 

（一部、異なる月もあります。） 

     （前もって予約が必要な相談等もあります。) 

 

（２）福祉こども総室 

・身体障がい者巡回診査（福祉調整課）   年１回 

    ・医学診断（こども相談課）      毎月第１火曜日 

     （前もって予約が必要です。） 
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６ 令和６年度各総室行事予定 
 

月 保健総室 福祉こども総室 福祉こども総室 

４ 

○ 結核診査協議会 

（毎月第１・第３火曜日） 

○ ＨＩＶ等検査 

（毎月第１火曜日） 

 

 

○ 母子父子寡婦福祉資金貸付審査会(随時) 

○ 保護課診断・措置会議(毎週火曜日＝３月まで) 

○ こども相談課受理・判定・援助方針会議(毎週火 

曜日＝３月まで) 

○ 医学診断(毎月第１火曜日＝３月まで) 

○ 市町村要対協個別ケース検討会議(随時) 

○ むつ警察署第１回情報交換 

○ 下北郡民児協監査会  

 

５ 

○ 食品衛生責任者講習会(14日) 

○ 難病訪問相談員打合せ会(1回目) 

〇 療育相談（31日） 

◯ 児童福祉週間関連行事(５～11日) 

○ 児童相談所長会議（こどもみらい課） 

○ 県内児童相談所児童心理司会議 

○ 下北地区子ども発達相談連絡協議会運営委員会 

○ 下北里親役員会・総会 

○ 下北郡民児協役員会・通常総会  

 

６ 

○ 食品衛生責任者講習会(10日) 

○ 給食施設巡回指導（2月まで） 

○ 精神保健福祉相談（19日） 

○ 家庭等就業・自立支援会議 

○ むつ・下北地区母子寡婦福祉会連絡協議会総会 

 

７ 

○ 食品夏期一斉取締り 

○ 青森県薬物乱用防止指導員むつ地区協議会 

○ 食品衛生責任者講習会(25日) 

○ 第 1回茶話会 

○ 下北地方保健協力員連絡会第１回役員会 

○ 身体障がい者巡回検査 

○ 各市町村要対協代表者会議（～２月） 

○ むつ警察署第２回情報交換 

○ 児童福祉施設等訪問調査（～１２月） 

○ 婦人・家庭相談員及び母子・父子自立支援員等

業務連絡会議 

○ 第１回児童相談所業務検討会議  

 

８ 

○ 食品衛生月間 

○ 市町村栄養改善業務支援事業連絡調整会議 

○ 精神保健福祉相談（21日） 

〇 療育相談（16日） 

○ 第１回県内児童相談所長会議 

○ 福祉施設入所者実態調査（～９月） 

○ 長入・長外患者実態調査（～１２月） 

○ 全国児童相談所長会議 

○ 家事関係機関との連絡協議会 

○ 東北ブロック心理司研究協議会 

○ むつ・下北地区母子寡婦福祉会学習交流会 

○ 赤十字奉仕団委員長・事務担当者会議 

○ 配偶者暴力相談支援センター実務者等連絡協議 

 会及び婦人相談員業務連絡会  
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月 保健総室 福祉こども総室  

９ 

○ 食品衛生責任者講習会（9日） 

○ 地域保健医療推進協議会保健対策部会会議 

（地域・職域連携推進協議会） 

○ 下北地域災害医療対策協議会 

 

○ 第１回滞納者検討会議 

○ 東北ブロック児童福祉司研究協議会 

○ 三機関連携協議会 

○ 青森県母子寡婦福祉大会 

◯ 養育費相談支援センター地区別研修 

○ 第１回地方福祉事務所長会議 

 

10 

○ 下北地方保健協力員連絡会研修会（８日） 

○ 市町村栄養改善業務支援事業研修会 

○ 食品衛生責任者講習会（8日） 

○ 精神保健福祉相談（16日） 

 

○ 生活保護法施行事務指導監査 

◯ 東北・北海道児童相談所業務研究協議会 

○ 少年保護関係機関等との連絡協議会 

○ むつ警察署第３回情報交換  

○ 大間地区犯罪被害者支援ネットワーク会議 

○ 下北里親会サロン 

○ むつ・下北地区赤十字奉仕団活動研究会 

◯ 北海道・東北六県婦人保護研究協議会 

 

11 

○ 食品衛生責任者講習会(12日)  

○ A-1～A-2（新任）保健師研修（2回） 

○ 食生活改善推進員連絡協議会合同研修会 

○ 地域生活支援広域調整会議 

〇 療育相談（15日） 

○ 地域保健医療推進協議会会議 

○ 保健師連絡会議（1回目） 

○ 母子保健ネットワーク会議 

○ 東北・北海道児童相談所長会議 

○ 東北ブロック児童相談所児童福祉司研究協議会 

○ 東北ブロック児童相談所児童心理司研究協議会 

○ 子ども・若者下北ネットワーク 

○ 下北郡民児協研修会 

 

12 

○ 食品年末一斉取締り 

○ 地域生活支援広域調整会議 

○ 在宅医療・介護連携推進事業市町村等担当者 

会議 

○ 認知症地域連携懇談会 

○ 食品衛生責任者講習会（5日） 

○ 下北地域新型インフルエンザ等対策に係る実 

働訓練 

○ 精神保健福祉相談（18日） 

○ 下北圏域災害医療コーディネート訓練 

○ 第 1回自殺対策地域ネットワーク連絡会 

○ 配偶者暴力相談支援センター実務者等業務連絡

会議及び婦人相談員業務連絡会 

◯ 下北地区子ども発達相談連絡協議会運営委員会 

◯ 下北里親会 

 

 

１ 

○ 保健師連絡会議（２回目） 

○ A-1～A-2（新任）保健師研修（1回目） 

○ 下北地域精神科救急医療システム連絡調整委 

員会 

○ 第 2回自殺対策地域ネットワーク連絡会 

○ 市町村栄養改善業務支援事業研修会 

○ 第 2回茶話会 

○ 母子父子寡婦福祉資金貸付業務監査 

○ むつ警察署係第４回情報交換 

○ 第２回地方福祉事務所長会議 
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月 保健総室 福祉こども総室  

２ 

○ 下北地方保健協力員連絡会役員会（２回目） 

○ 下北地域新型インフルエンザ等対策協議会 

○ 精神保健福祉相談（19日） 

○ 給食施設栄養管理指導事業研修会 

○ A-1～A-2（新任）保健師研修（2回目） 

〇 療育相談（14日） 

○ 第２回滞納者検討会議 

○ 第２回児童相談所業務検討会議 

○ 三機関連携協議会 

 

 

３ 

○ 食品衛生責任者講習会（11日） 

○ 難病訪問相談員打合せ会（2回目） 

 

○ 母子・父子自立支援員等研修会 

○ 第２回県内児童相談所長会議 

○ 下北郡民児協役員会 

 

 



15 
 

７ 地域健康福祉部の歳入・歳出の状況（令和５年度） 

（１） 一般会計 

ア 歳入  
                                                                      （単位：円）  

款 目 節 細節 調定額 収入済額 不納欠損処分額 収入未済額 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

民 生 

負 担 金 

児童福祉費 

乳児院・助産施設 
措 置 費 201,100 201,100 - 0 

子ども自立センター
み ら い 費 374,400 374,400 - 0 

児童心理治療施設等  
措 置 費 

576,500 175,500 - 401,000 

里親･母子生活支援施設･

児童養護施設措置費 
1,356,666 1,258,666 - 98,000 

知的障害児等措置費 - - - - 

過年度収入 知 事 部 局 2,376,224 62,000 68,600 2,245,624 

使 用 料 
及 び 
手 数 料 

環 境 保 健
使 用 料 

土地建物等 保  健  所 4,500 4,500 0 0 

財産収入 
物 品 売 払
収 入 

物 品 知 事 部 局 0 0 0 0 

諸 収 入 

延 滞 金 
延 滞 金 

健康福祉政策課 16,530 16,530 - 0 

こどもみらい課 20,020 2,830 - 17,190 

過年度収入 知 事 部 局 77,640 1,000 - 76,640 

雑   入 

総 務 費 情 報 公 開 0 0 0 0 

民 生 費 生 活 保 護 費 6,525,785 5,411,042 53,984 1,060,759 

過年度収入 知 事 部 局 28,198,543 2,962,057 1,925,132 23,311,354 

雑 入 知 事 部 局 15,999 15,839 0 160 

合   計 39,743,907 10,485,464 2,047,716 27,210,727 

 

イ 証紙収入 
   (単位：円)                           

款 目 節 細節 件数 金額 摘要 

使 用 料 

及 び 

手 数 料 

総 務 手 数 料 証   明 総 務 学 事 課 17 12,750  

環 境 保 健 

手 数 料 

医 薬 費 

医 療 施 設 等 許 可 4 122,000  

麻 薬 免 許 60 234,000  

医薬品医療機器等 45 455,380  

生活衛生費 

食品関係営業許可 279 3,778,900  

公衆浴場営業許可 1 22,000  

旅 館 営 業 許 可 1 22,000  

理容所等開設検査 7 122,000  

クリーニング所開設検査 1 16,000  

建築物衛生管理業者登録 1 35,000  

合   計 416 4,820,030  
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ウ 歳出 

款 目 令達額 支出額 残額 

民  生  費 

社 会 福 祉 総 務 費 881,000 870,278 10,722 

福 祉 事 務 所 費 2,718,258 2,485,594 232,664 

老 人 福 祉 費 230,000 840 229,160 

婦 人 福 祉 費 55,000 20,000 35,000 

地 域 福 祉 費 70,200 70,200 0 

女 性 相 談 所 費 33,000 0 33,000 

児 童 福 祉 総 務 費 47,000 0 47,000 

児童福祉総務費（明許繰越） 500,000 0 500,000 

児 童 措 置 費 3,023,800 1,972,433 1,051,367 

児 童 相 談 所 費 4,856,170 4,361,764 494,406 

ひ と り 親 家 庭 等 福 祉 費 93,000 12,000 81,000 

障 が い 児 福 祉 費 5,000 0 5,000 

生 活 保 護 総 務 費 2,398,000 2,136,969 261,031 

扶 助 費 271,627,000 266,086,908 5,540,092 

 救 助 費 120,000 18,792 101,208 

小   計 286,657,428 278,035,778 8,621,650 

環 境 保 健 費 

結 核 対 策 費 1,718,880 1,074,323 644,557 

予 防 費 4,556,400 1,166,936 3,389,464 

母 子 保 健 対 策 費 409,260 322,743 86,517 

精 神 保 健 福 祉 費 653,860 201,160 452,700 

生 活 習 慣 病 対 策 費 927,795 888,275 39,520 

食 品 衛 生 費 665,000 631,474 33,526 

生 活 衛 生 総 務 費 1,396,590 1,238,640 157,950 

生 活 衛 生 指 導 費 87,000 54,440 32,560 

保 健 所 費 14,229,947 13,669,129 560,818 

医 務 費 886,400 493,705 392,695 

薬 務 費 211,005 211,005 0 

 企 画 調 整 費 474,020 376,702 97,318 

自 然 保 護 総 務 費 27,000 27,000 0 

小   計 26,243,157 20,355,532 5,887,625 

合   計 312,900,585 298,391,310 14,509,275 
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（２） 特別会計 

ア 歳入  

（単位：円） 

款 目 節 細節 調定額 収入済額 不納欠損処分額 収入未済額 

諸 収 入 

母子福祉資金

貸 付金 収入 

現 年 度 
収 入 

元 金 23,724,500 23,076,179 - 648,321 

過 年 度 
収 入 

元 金 4,719,623 1,037,129 - 3,682,494 

利 子 27,125 839 - 26,286 

寡婦福祉資金

貸 付金 収入 

現 年 度 
収 入 

元 金 133,872 133,872 - - 

父子福祉資金

貸 付金 収入 

現 年 度 
収 入 

元 金 839,080 839,080 - - 

合   計 29,444,200 25,087,099 - 4,357,101 

 

イ 歳出  

                          （単位：円） 

款 目 令達額 支出額 残額 

母子父子寡婦 

福祉資金貸付費 

指  導  調  査  費 300,000 153,540 146,460 

母 子 福 祉 資 金 貸 付 費 20,000,000 18,312,000 1,688,000 

寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 費 500,000 0 500,000 

父 子 福 祉 資 金 貸 付 費 4,500,000 3,702,500 797,500 

合   計 25,300,000 22,168,040 3,131,960 

 

 


